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21世紀資本主義の調整と対立軸
一一労働と福祉の観点から一一
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111 21世紀資本主義と社会の対立軸

I 問題の研究史的背景

21世紀の資本主義は大きな困難に直面してし、るor長い20世紀」を総括したイタリア生まれの
歴史家アリギは， 21世紀初頭におけるアメリカの覇権の衰退と中国の影響力の拡大とL、う世界経

済の構造変動の行方を「資本主義は生き延びるかj1)という視点から描き，資本主義が生き残れ

ないシナリオばかりか，人類の歴史が暴力のエスカレーションのなかで終鴬する恐怖のシナリオ

もありうる，と指摘している。 21世紀の資本主義はまた，ギリシャの財政危機によって顕在化し

た EUにおける財政削減による通貨安定・競争力維持と各国の福祉・労働条件の維持との対立

に見られるような，自由と平等，競争力と国民の福祉，市場経済と民主主義とのジレンマに直面

している。晩年の松岡利道の一連の研究は，ウォラーステインの世界システム論2)を一つの拠り

どころにし，世界経済と国家間対立が資本主義の原動力であるという認識を示しながら，資本主

義の動態的本質を理解するうえでそのジレンマ認識3)が決定的に重要であることを繰り返し指摘

しているo

このような今日の資本主義が抱えるジレンマは，ネオリベラリズムによる金融資本主義の暴走

のもとでは，容易に解決策を見出すことができなし、。ヨーロッパやアメリカだけでなく日本でも，

このようなジレンマの解決が「政治Jと普通選挙で成立した政権に求められ，福祉を削減し競争

力を強化する責任を政治に要請する言説が，主張新聞や週刊・月刊の雑誌の主張として，政治家

やエコノミストの意見として日々垂れ流されている。これらの言説は，突き詰めるならば，グ

1) ジョヴァンニ・アリギ『長い20世紀j土佐弘之監訳，作品社， 2009年，終章。

2) 松岡利道が制訳したウォラーステインの著作に.rアフター・リベラリズムJ(藤原書庖， 1997年). 
『ユートピステイクスj(藤原書庖， 1999年)などがある。

3) 例えば，松岡利道「近代世界システムと肢史認識の転換JU経済学史学会・年報j第36号， 1998年，
「近代世界のジレンマ一一ウォラーステインとパリバールとの対話J(若森章孝・松附利道編 f歴史とし
ての資本主義j青木書庖.1999年)， r市場と国家一一ウォーラーステイン『アフター・リベラリズムj
の国家論J(r経済学雑誌j100 (3)， 1999年)を参照。
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ローパル経済における競争力を強化し通貨と国債の評価を安定させるためには，普通選挙を回路

とする福祉や雇用に対する普通の庶民の要求を「同意Jによって抑えることが望ましいが，その

ような合意が民主的に達成できないなら，普通選挙権や言論・集会の自由を消滅あるいは最小化

させることで競争力と通貨安定を確保する，という資本主義の救済戦略に帰結することになる。

この資本主義救済戦略は， 1920年代における資本主義経済と民主主義との対立と両者の機能不全

とL、う社会的危機4)を，民主主義を抑圧・消滅させることで資本主義を救おうとしたファシズム

的試みを想起させるものであるが， 21世紀初頭の世界経済と資本主義の現実は，このような想起

を荒唐無稽なものとして一笑できないほどに深刻である。競争力や雇用・福祉の課題を市場調整

によって解決しようとするネオリベラリズムは，社会的合意を調達する民主主義の領域をできる

限り縮小させる独裁的国家(権威主義的国家資本主義)が 変化と柔軟性に富むグローパル化し

た経済にいちばん適合した経済戦略を実行しうる，とL、う皮肉な事態を生み出していないだろう

か。

かかる21世紀資本主義の危機を多くの普通の人びとによりいっそう深刻化させているのは，金

融主導型資本主義とネオリベラリズムにとって代わりうる実行可能なオルタナテイプを構想し提

起できる思想(マルクス主義，社会民主主義，エコロジー)や社会的勢力，社会運動が影響力を

失い， r進行中の危機の最大の犠牲者J5)になっていることである。
しかし，経済学，社会学，政治学がそれぞれの視角から別々におこなってきた21世紀資本主義

の展開と危機に関する研究成果を切り離すのではなく総合的に理解しようと努めるならば，進行

中の危機における対立軸とオルタナテイプの輪郭を明らかlこする手がかりを得ることができるよ

うに思われる。

経済学では，金融資本主義の成長と危機の回路を分析し，ポスト金融資本主義を展望する研究

が展開された。金融危機とバブル崩壊を批判的に分析した金子勝の先駆的研究 f反グローパリズ

ムJ(岩波書庖， 1999年)や本山美彦の『金融権力J(岩波書脂， 2008年)に加えて， r資本主義
の多様性J分析の枠組みのなかで金融主導型資本主義の制度分析をおこなったレギュラシオン学

派の一連の研究，山田鋭夫『さまざまな資本主義J(藤原番庖， 2008年)，アグリエッタ他 f金融

資本主義を超えてJ(若森章孝・斉藤日出治訳，晃洋書房， 2009年)，宇仁宏幸他『金融危機のレ

ギュラシオン理論 日本経済の謀題J(昭和堂， 2011年)，ポワイエ f金融資本主義の崩壊J(山

田鋭夫他監訳，藤原書庖.2011年)などが注目されるo政治学は福祉国家の危機とその変容を聞

い，就労支援型の福祉国家への再編をめざす政治の対立軸が，就労を強制するワークフェアと就

労可能性を高める人的資源投資重視のアクティベーション(活性化)にある，ということを明ら

4) 1930年代における市場経済の危機と民主主義の危機の深刻化，ファシズムによる民主主義の消滅と資

本主義の救済を分析したカール・ポランニーの一連の論文は，今日.読み返される価値がある。若森み

どり「カール・ポランニーにおける市場社会と民主主義J(安孫子誠男・水島治郎編著『労働j勤草書
房.2010年)を参照。
5) 例えば，ジジェクは fポストモダンの共産主義J(栗百代訳，筑摩書房.2010年)のなかで，実行可
能な代替案を示せない左派は進行中の危機の「最大の犠牲者」である，と皮肉っている。
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かにしてきた。宮本太郎編『福祉国家再編の政治j(ミネルヴァ書房， 2002年)，新JlI敏光・篠田

徹編著『労働と福祉国家の可能性.] (ミネルヴァ書房， 2009年)，宮本太郎『生活保障j(岩波書

府， 2010年)，宮本太郎編『働くj(風行社， 2011年)などはその代表的な文献である。社会学で

は，ネオリベラリズムによる雇用の不安定化と労働の意味の変容を問うことで，注目すべき研究

成果をあげてきた。ゴルツ『労働のメタモルフォーズJ(真下俊樹訳，緑風出版， 1997年)，セ

ネット Iそれでも新資本主義についていくかJ(斎藤秀正訳，ダイヤモンド社， 1999年).パウマ

ン fリキッド・モダニティ1(森田典正訳，大月合!苫， 2001年)，同『新しい貧悶一一労働，消費

主義，ニュープアJ(伊藤茂訳，背土社.200811:). ドーア『働くということj(石塚雅彦訳，中

央公論社， 2005年).渋谷望『魂の労働.] (背土社.2003年)などがその代表的なものである。

21世紀初頭における資本主義と社会統合の危機，および批判的勢力の衰退の危機を打破するに

は，経済学，政治学，社会学の各分野で別々におこなわれてきた研究成果をつなげるような社会

科学の再生，あるいは社会科学の再生につながるような視点や理論的枠組みが必要である。その

ような総合的な視点を提供するものとして，次の3つの研究動向がある。

第一は，労働・雇用のあり方や労働市場政策と福祉国家再編の政策とを連関させて研究する，

「労働一福祉ネクサスJ(安孫子誠男)アプローチ6)である口社会的保護(雇朋保護か，失業保護

か)と技能形成の関連，あるいはより広く，労働市場制度と社会的保護制度との関連を問うこの

アプローチは，労働市場の柔軟性と雇用・所何2の保障性を両立させているオランダ・モデルやデ

ンマーク・モデルから引き出されたフレキシキュリティ(柔軟性・保障性の動態的両立)の研究

とも重なっている。

第二の研究動向として， r経済学批判要綱jのマルクスは「賃労働Jの項目で，労働力の再生
産の分析を資本主義による生産と消費(欲求)の両面における「新しい社会主体」の創出と関連

させて展開する構想をもっていたが.r資本論Jのマルクスは労働力の再生産の分析を体系的な
叙述の展開から除外した，ということ(したがって， r資本論Jはマルクスの構想や理論のすべ
てを表現したものではないこと)を説得的に明らかにし，フォーデイズムからグローパル資本主

義への展開という今日の文脈における労働力の再生産の分析の復権を主張する，向井公敏の画期

的なマルクス研究7)がある。向井の研究は，労働力の再生産を管理する様式が「規律社会から管

理社会J8)に移行したことを強調するネグリ=ハートの共著 f帝国jの核心的論理とも重なって

いる。以上の第ーと第二の研究動向は，社会の亀裂と不安定をもたらした金融資本主義に対する

オルタナテイプを賃労働(あるいは労働と福祉)の側から考える視点を提供しているo

第三は，市場経済の未開拓の領域への拡大とそれに対する社会の自己防術というポランニー的

視点である。この視点は，福祉国家再編の政治の研究においても， レギュラシオン理論による制

6) 安孫子誠男 r<労働ー福祉ネクサス〉論の問題閤J(安孫子誠男・水島治郎編著 f労働j勤草書房.
2010年)を参照。

7) 向井公敏r1を幣と賃労働の再定義j ミネルヴァ書房.2010年。

8) ネグリ=ハート『帝国j水嶋一憲他訳，以文社.2003年.40ページ以下。
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度諸形態の変化(賃労働関係が競争や金融を規定する編成から，競争や金融が賃労働関係を規定

する編成への変化)の研究においても，対立軸を明らかlこするのに役に立つ。例えばストリーク

は， r資本主義の再編成一一ドイツの政治経済における制度変化J(2008年)のなかで，資本主義
のもとでの制度変化あるいは制度発展は，より高いレベルの効率を求める集合的な合意にもとづ

くのではなく，市場の拡大および社会関係の新たな商品化を求める勢力と現存の社会秩序および

相対価格の安定を求める勢力との闘争の結果として理解されるべきである，ということを強調し

ている9)。

以下本稿では，現代資本主義の変容を見すえながら，労働と福祉(賃労働関係)の側から，調

整様式，対立軸，オルタナテイプ社会，について検討することにしたし、

E グローバル市民社会と調整様式

フォーデイズムと福祉国家や労働組合といったその調整様式の諸制度の危機を乗り越えて展開

したグローパル資本主義は， r帝国jの著者が主張するように，国境や地域を越えて自由に運動
する資本と生きた労働力の潜勢力(一般的知性)とが媒介なしに直接的に対峠する帝国的世界を

つくりだしたのではない。それは，グローパル化する資本の論理を代表した業界団体や多国籍企

業と，資本の無際限な拡大によって侵害され破壊される人権，労働条件，居住環境，自然環境と

いった人間の存在条件を防衛する論理を代表した市民組織や地方政府とが，国家の媒介なしに主

張や言説を対質しあう「グローパルな公共領域J10)を生み出した。グローパル化する資本と人間

の存在条件を防衛する社会的勢力が，形成途上のグローパルな公共領域に媒介されて対立する，

というグローパルな構図が出現したのであるが，この構図を「グローパル市民社会JJ1)と呼ぶこ

とができる。グローパル市民社会という舞台において，資源や労働力や部品を世界的規模で調達

する多国籍企業と，その人権や環境保全や労働力再生産に対する責任を問う国際的市民組織

(NGO)との対質，およびその調整様式が発展するのであるo

例えば，生物多様性の保全と深く関わっている産業.具体的には石油・ガス開発，鉱山開発，

農林水産業，食品産業などは，生物多様性保全への取組みが失敗すると，国際自然保護連合

(IUCN)などの市民組織から批判され，企業活動保全の継続を左右するリスク(途上国政府に

よる操業許可の取り消し，消費者による不買運動，サプライチェーンの分断など)が生じる恐れ

がある。それゆえ多国籍企業は，人間の存在条件の保護といういわば社会の論理を代表する市民

9) Wolfgang Streeck， Re・FormillgCatitalism. Oxford University Press， 2008， p. 5. 

10) 蓮見雄「グローパル経済ガパナンス問題と国際機構・ EUJ，慶応大学大学院 I慶応法学j第6号，
2006年.203ページ。

11) ネグリとハートの f帝国jをグローパル市民社会として捉え直した注目すべき研究として，斉藤日出
治『帝国を超えてJ(大村世庖.2005年)，同『グローパル化を超える市民社会J(新泉社， 2010年).八
木紀一郎「国境を超える市民社会J(山口定他編著 f現代国家と市民社会j ミネルヴァ書房.2005年)
がある。斉藤の議論と八木の議論を比較することで，グローパル市民社会論を発展させていく手がかり

が符.られると思われる。
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組織の監視のもとで，企業の社会的責任 (CSR)の一環として労働条件や環境の保全に取り組

みはじめている。また， 1999年にアナン国連事務総長の呼びかけによって2000年に発足した国連

グローパル・コンパクトは，国際的に合意された人権，労働基準 環境に関する 3つの宣言であ

る世界人権宣言(1948年)，労働の権利に関する ILO宣言 (1998年)，環境と開発に関するリオ

宣言(1992年)にもとづいて多国籍企業が遵守すべき10原則を定めたもので 法的拘束力はない

が企業の社会的責任を定めている。凶述グローパル・コンパクトも，資本の無制限の経済活動を

制限するうえで大きな限界を有するとはいえ，グローパル市民社会の構成要素であるといってよ

いだろう o

しかし，グローパル市民社会は未完成であり，資本の論理を推進する WTO(世界貿易機関)

による市場経済促進的なルールづくりが進んでいるのに，労働条件や労働力再生産の保護といっ

た社会の論理を推進する実効あるルールづくりは一向に進展していなし、。グローパル資本主義が

圧倒的に優位にあって それがもたらす破壊的影響から人間や自然環境や地域共同体を保護する

制度やルールは市場経済の発展にとって有害である，とし、う主張が支配的であるo ネオリベラリ

ズムによって推進されたグローパル資本主義は，グローパル市民社会をもたらしたにもかかわら

ず，資本の拡大と社会の防衛を調整するグローパル・ガパナンスが欠落している。蓮見雄の言葉

を{昔りれば， 21世紀初頭の今日， r市場との対話Jと「市民社会との対話Jを両立させる課題，
すなわち， r市場と社会の妥協と調和をグローパルな次元で確保する新たな経済ガパナンスを構
築することが課題になっているJ12)のである。

グローパル資本主義の展開に対応する市場と社会との妥協を，国民国家を超えた地域次元で構

築しようとする試みが， EU (27カ国加盟)において展開されてきた。 EUは， 1980年代の中ご

ろから本格化したグローパリゼーションの進展に対応すべく，単一欧州議定書 (1987{!:)にもと

づく域内市場の統合の完成 (1997年)と 12カ国による経済通貨同盟の発足 (2002~~) を短期間で

成し遂げた。このような経済統合の深化はグローパリゼーションによる競争圧力のもとで， EU 

全体として競争力を引き上げようとするものであった。域内市場の統合によって，財，サービス，

資本，労働力の国境を越える自由な移動が進展し， EU全体の規模で生産諸要素の効事的利用と

競争力が向上することが期待された。経済通貨同盟によって，国境を越える大企業問の競争と合

併・吸収が進展し，企業の淘汰と競争力が高まることが予測された。このような経済統合の深化

を通した域内の競争力の向上は，地域間の経消格差や雇用から排除される労働者の増加をともな

わざるをえないので， EUは，域内市場統合および通貨統合による競争政策と並行して，失業率

や就業率，インフラ整備，教育支lI¥，生産性などの指標から見た地域間の格差を是正するための

欧州地域政策(結束政策)を意識的に展開してきた。例えば， 1988年の構造政策(結束政策)改

革は，単一欧州議定書の想定する共同市場のもとでの競争の結果として生じる経済的社会的不均

衡に対応する地域政策の欧州、|化であり，地域政策の優先目的(低開発地域の開発，産業衰退地域

の構造改善，長期失業の解消・若者の就労促進，農業構造改善)などが導入された。また人

12) 蓮見雄，前掲(注10)，204ページ。
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当たり GDPがEU平均の90%に満たない国を対象としたインフラ整備支援のための結束基金

の創設や，政策決定の下位地域への分権化(補完性)原則の追加などを導入した1993年の構造改

革は， 1992年のマーストリヒト条約が掲げる経済通貨同盟のもとでの企業開競争の活性化の結果

として予想される，経済的社会的不均衡の拡大に対応しようとする欧州地域政策13)の深化で

あった。このような EU次元における競争政策と社会政策との並行的な展開，競争力と格差是

正・雇用安定との両立の追求は，資本の論理を社会の論理で意図的に制約しているとL、う意味で

「埋め込まれたネオリベラリズムJ14)と呼ぶことができる。

「埋め込まれたネオリベラリズムJを追求する EUはそれにふさわしい調整様式をもってい

る。各加盟国レベルに決定権のある政策を加盟国間およびEU/加盟国間で調整する，政策ツー

ルとしての開放型調整方式 (OMC:Open Method of Co-ordination)がそれである o OMCは，

1997年から開始された欧州雇用戦略 (EES)を推進する新しいガパナンス一一閣僚理事会による

EUのガイドラインの決定，加盟国によるガイドラインの雇用政策としての具体化，加盟国から

の年次報告書の提出とそのピアレビュー一ーとして導入された。 OMCは，加盟国間の雇用政策

を調整するための政策として活用されることになる。経済成長と雇用創出・社会的結束を両立さ

せながら r2010年までに EUを世界でもっとも競争力のある動態的な知識基盤型経済にするJ

ことをめざすリスポン戦略を提唱した， 2000年の欧州理事会によって， rOMCはリスポン目

標15)を達成するための主要な政策手段として位置づけられたJ16)o OMC はし、まや，欧州雇用戦

略や社会的保護・社会的包摂の政策分野を超えて，研究開発・イノベーション，構造経済改革，

教育訓練，情報社会化，文化，青少年・スポーツ，健康の維持・増進，市民の保護などの政策分

野にも適用範囲を広げている。

OMCは，①短期的・中期的・長期的な共通目標の達成に向けたガイドラインの決定，②成

果を測定し，ベスト・プラクテイスを選定する評価基準(指標)の開発，③加盟国の圏内実施

計画，④定期的モニタリング，ベスト・プラクティスのベンチマーキング，相互評価(ピア・

レピュー)などによる相互学習プロセス，という 4つの中心的要素から構成されている17)。①と

②は EUレベルで，③は加盟国レベルで，④は EUと加盟国間，加盟国相互，加盟国内でおこ

13) EUの地域政策を域内外の国境を超える地域間協力(クロスボーダー・コーベレーション)の観点か
ら研究したものに，若森・八木・清水・長尾編著 rEU経済統合の地域的次元J(ミネルヴァ書房，
2007年)がある。

14) 八木紀一郎 rEUの結束政策の現段階J，r現代の理論j第15巻， 2008年春， 51ページ以下参照。欧州
統合の深化を「埋め込まれたネオリベラリズム」として特徴づけた先駆的な研究として.中村健吾『欧

州統合と近代国家の変容J(昭和堂， 2005年)がある。参照されたい。
15) リスボン戦略の 2つの優先的目標として， 15歳.-64歳入口の就業率70%，イノベーション指標として

の研究開発支出対 GDP比3%がある。

16) Heidenreich， M. and Zeiuin， j.， eds. Challgillg Euro，ρeall Emρloymellt alld Welfare Regimes， Rout-

ledge， 2009， p. 1. 

17) 新しい欧州ガパナンスとしての OMCの展開と特質については，福田耕治「リスボン戦略と EU社
会労働政策の新展開J(福田耕治編著 f欧州憲法条約と EU統合の行方j早稲田大学出版部， 2006年)
を参照。
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なわれる o OMCの相互学習プロセスを通して，加盟凶は園内計画を.EUはガイドラインを不

断に革新することが期待されている。 OMCの政策意図はとりわけ，囲内計画の作成と実施に参

加する多様なアクター，すなわち，中央政府，地方政府，経営者団体と労働組合，市民団体

(NPO)の聞の交渉や議論を通して政策の作成や調整についての正当性を獲得し，各加盟国の雇

用政策・労働市場政策と福祉レジームの改革に影響を与えることである。

このような新しい調懸様式としての OMCの単位は，国民経済ではなく，国民国家を超える

EUと加盟国の共有権限分野に位置づけられており，競争し妥協し合うアクターや社会的勢力も

複雑になり空間的に拡大されている。 OMCは，これまで各国民国家の内部でおこなわれてきた

政労使によるコーポラテイズム的合意;形成を否定するものではないが そのような従来型のコー

ポラテイズムを，多様なアクターが競争と相互学習を繰り返しながら新しい制度と政策をつくり

だしていくプロセスの櫛成要素のーっとして位置づけ直そうとしているD したがって OMCと

いう調整様式は，グローパリゼーションの圧力のもとで， EU全体としての競争力の向上とそれ

に見合う労働・福祉レジームの構築をめざしながらも，資本の論理(市場の声)と労働・福祉の

論理(市民社会の声)との妥協点を EU.加盟国政府，地方政府，労使，市民団体といった多様

なアクターを政策形成に巻き込んで-探っていくアプローチであり，状況の変化に応じて EUが

柔軟に異なった対応をとりうる「暖昧性を組み込んでいるJ18)，と評価することもできる19)。し

かしながら，現在の状況では，暖昧さの活用は資本の論理に有利に使われていて.r社会政策の
赤字J20)が生じている o OMCのもとで生じる労働・福祉分野の「赤字」を克服するためには，

EUの競争力の向上に見合う労働・福祉レジームの構築を，たんに労働力の「再商品化j一一就

労義務を強調するワークフェアも，就労可能性を高める人的資源投資を重視するアクティベー

ション(活性化)も，労働力の再商品化という点で共通している一一の論理から議論するのでは

なく，脱商品化の論理を組み込んだ「再商品化対脱商品化」とL、う対抗軸21)を提起すること

が必要である。

皿 21世紀資本主義と社会の対立軸

経済の知識集約化をともなうグローパル資本主義の展開は，よく知られているように，資本主

義を構成する制度諮形態の編成の転換と労働市場・福祉政策の変化を引き起こしてきた。制度諸

形態の編成では，国際的には「埋め込まれた自由主義」のもとで賃労働関係が競争形態や貨幣・

18) 蓮見雄「欧州近隣諸国政策における f暖昧性jの役割J.r現代の理論j第16巻， 2008年， 68ページ。
19) OMCの特質を暖昧さの視点から分析した研究として，小川有美「新しい統治としてのOMC(開放

的協調)とヨーロッパイヒする政党政治J(中村民雄編著 rEU研究の新地平j ミネルヴァ書房.2005年)
がある。

20) 庄司克宏「リスボン条約と EUの課題J.r世界j第776号， 2008年3月号.211ページ。
21) 脱商品化の論理を組み込んだ対抗軸を提起することの重要性については，問中拓道「脱商品化とシ

ティズンシップJ(f思想Jno. 1043. 2011年3月)を参照。
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金融形態を規定するフォーデイズムから 埋め込まれていないネオリベラリズムのもとで競争形

態や貨幣・金融が賃労働関係を規定する知識・金融資本主義への転換が，急速度で進行した。労

働・福祉政策の変化では，社会保障を通じた所得再分配と述動した消極的労働市場政策(失業手

当のような所得保障)が，福祉国家の再編と連動した積極的労働市場政策(技能訓練や就労努力

の強化による就労促進政策)へと転換しつつある。このような転換をどのように理解すべきだろ

うか。その理論的基準を提供してきたのが，比較資本主義分析と比較福祉政治分析である。

比較福祉政治の研究は， r福祉から労働へ (welfareto work) Jという福祉政治の方向転換の
流れのなかで，就労努力の義務に重点をおくワークフェアと就労可能性を高める技能訓練に重点

をおくアクティベーション(人的資源モデル)とを区別し，単純化すれば，前者をアングロサク

ソン諸国の特徴として，後者を北欧諸国の特徴として説明する。後者は公的な人的資源投資の多

い諸国，前者は人的資本の育成が個人の責任に委ねられている諸国である。 EUの欧州雇用戦略

は，フレキシキュリティ政策によって，消極的労働市場政策からアクテイベーション型の積極的

労働市場政策への移行を推し進めている。このような「ワークフェア対アクテイベーションJ

という対立軸は，現実の労働市場と福祉国家に関する制度と政策の変化を明快に説明するもので

あるが，それだけでは十分ではなく，制度変化としてはまだ微弱にしか顕在化していない「再商

品化対(再)脱商品化Jというもう一つの対抗軸を付け加える必要がある。ワークフェアもア

クティベーションも，前者が大きな格差を生み出すのにたいし後者は格差の是正を意図している

という大きな違いがあるとはいえ，所得保障による労働力の「脱商品化」よりも失業者・福祉受

給者の労働市場への包摂による労働力の「再商品化」を推進している点で同じ性格をもっている。

労働力の「再商品化」がグローパル資本主義のもとでの労働市場と福祉国家の制度変化の主要な

流れだとすれば，それに対抗する動きと論理は労働力の再生産の f(再)脱商品化Jである(表

1参照)。競争力と福祉を両立させたデンマークのフレキシキュリティ・モデル22) も，労働市場

の柔軟性(解雇制限の緩和).手厚い所得保障，積極的労働市場政策という 3つの要素からなる

黄金の三角形として理解されるだけでは，労働力の「再商品化Jの事例のベスト・プラクティス

にすぎないだろう o労働力の再商品化の論理と制度化にたいし 十分な長さの育児休暇，技能や

資格の向上のための休暇，家族のケアのための休暇，社会的に有益な活動のための休暇，一言で

いえば，強制的な労働時間ではなく労働者自身の時間としての「時間主権j23)を要求する「労働

力の再・脱商品化Jが対置される必要がある。デンマークの現在のフレキシキュリティ・モデル

は，労働市場への包摂を超える労働力の脱商品化という視点から見れば，まだまだ多くの限界24)

22) デンマークのフレキシキュリティ・モデルの研究として，藤川恵子「日本版フレキシキュリティ構築

への課題J(rWorks ReviewJ no.3， 2008)，柳沢房子「フレキシキュリティーーEU社会政策の現在J

<rレファレンス700号j国立国会図書館調査及び立法考査局， 2009年).若森章孝「フレキシキュリテイ

とデンマーク・モデルJ(安孫子誠男・水島治郎編著 f労働j勤草書房.2010年)を参照されたし、。

23) ドイツの時間主権政策の研究として，田中洋子「労働と時間を再編成する一一ドイツにおける雇用労

働相対化の試み一一J<r思想Jno. 983. 2006年3月)を参照。

24) デンマークのアクティベーション政策を批判的に研究した先駆的研究として，嶋内健「デンマーク福

祉国家の腔史的変遷とシティズンシップJ(r立命館産業社会論集J46 (3)， 2010年)がある。同氏のノ
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表 1 新しい対立軸としての.労働力の再商品化と脱商品化

労働力の再商品化

ワークフェア アクティベーション

労働力の脱商品化 後退 アメリカ，サッチャ一時代の ドイツ.フランス

イギリス，小泉以後の日本 プレア時代のイギリス

労働力の(再)脱商品化進行 市民活動(コミュニティ) 時間主権，公的ケアの拡大

による公的支援の代替 スウェーデン，デンマーク，

オランダ

を抱えているのである。

資本主義の制度変化の研究の代表的研究者の一人であるストリークも ホールとソスキスの

「資本主義の多機性Jアプローチ25)が，市場経済における効率(およびイノベーション)促進的

な制度補完性のタイプの検出(自由な市場経済とコーディネートされた市場経済の類型化)に焦

点を当て，制度変化の根底にある資本主義発展の対立的性格を無視している点を批判する26)。ス

トリークが資本主義発展の対立的性格として指摘するのは，資本主義経済においては民主主義お

よび政治の役割を世界市場の一角で競争的パフォーマンスを確保するための経済的・技術的調整

に還元することはできず，しばしば社会的秩序と政治的安定が経済的効率を犠牲にして達成され

る，ということである27)。彼は，資本主義の制度変化を時間 (time)の次元ではなく，厩史

(history) 28)の次元で研究することを提起している。

ストリークが資本主義の制度変化の対立軸を明らかにするのに援用するのは，通説的な資本と

賃労働との対立，あるいは拡大する経済的格差の問題ではなく，ポランニーが『大転換jで市場

社会の二重運動として定式化した，市場の拡大と社会の自己防衛との対抗である。ストリークは

二重運動を，資本主義の制度変化の根底にある対立軸として理解している。彼によれば，積極的

労働市場政策による労働力の再商品化とともに，これまで市場経済に編入されず， したがって資

本主義の拡大の源泉としては未開拓であった労働力と労働力再生産の領域や社会の非経済的領域

が，グローパル資本主義の競争圧力のもとで急速に市場化=商品化している。女性の労働市場進

出にともなう，家庭内で調達されていた育児・家事・介護のサービスの市場化，スポーツや音楽

などの感動を与えてくれる活動の市場化がそのような例である。ワークライフ・バランス(仕事

と生活の調和)政策ふ女性労働力の商品化と男性の人的資源の絶えざる向上を追求する政策措

¥博士論文「デンマーク福祉国家におけるアクティベーション政策の批判的研究jとともに参照されたい。

25) ホール，ソスキス編 f資本主義の多様性一一比較優位の制度的基礎J(遠山弘徳他訳.ナカニシヤ出
版， 2007年)，とくに r1資本主義の多様性論・序説」を参照。
26) レギュラシオン理論の視角から対立軸を組み込んだ政治経済学の構築を試みた研究として，中原隆幸

f対立と調整の政治経済学J(ナカニシヤ出版， 2010年)がある。
27) Streeck. op. cit.， pp. 5-6， pp. 16-20. 

28) Ibid.， p. 19.なお，資本主義の制度変化を，資本の論理優位と社会の論理優位との中長期的な交代と

いう歴史の次元に位置づけた興味深い研究として， 11J問鋭夫『さまざまな資本主義J(藤原書出.2008 
年)がある。
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置として，広義の労働力再商品化の推進に貢献している。しかし，時間主権や環境保全，公的

ケアや教育支出の拡大，人権やマイノリティの擁護などを求める運動として，社会の自己防衛

の動きがあり，また，二重運動は文化や規範の水準においても存在している o 今日，新しい資

本主義文化と新たな消費規範は，社会生活のさらなる商品化と労働力の再商品化を推し進める

決定的な要因の一つになっている。ストリークは，進化する資本主義の機能的要求に照応した

「新し1..、，自由に選択されると言われているが，実際は規範的に強制された生活様式J9)への，

労働者とその家族の包摂が進行していることを強調する。そのような資本主義文化の規範の一

つが「消費者兼労働者J30)像であって，彼は例として，夫婦とも 1年を通してフルタイムで働き

(2人で3500労働時間)， 2人の子供を育て，どんな道なき場所でも走れる suv車で短いけれど
も密度の高い家族休暇を過ごすスーパーカップルの生活様式を挙げている。ストリークは，文化

や規範の水準における脱商品化の重要性を指摘するだけで その具体的な展開をしていなし、。し

かし，社会的シティズンシップを商品化と脱商品化の闘争の産物として解き明かした田中拓道31)

が指摘するように，労働の意味や生活の質を聞い直して個人の批判的な，思考と選択の能力を高め

る運動を，脱商品化の新しい動きとして理解してよいだろう o ストリークによれば，新たな商品

化と労働力の再商品化による市場の拡大と，市場拡大を抑制する社会の対抗運動との間に，どの

ような境界線をもうけるのか，市場の論理と社会の論理とのあいだでどのような妥協点を見つけ

るのか一一まだ決着していないこの争点に，資本主義の制度変化の行方は依存しているのであ

る32)。

N 多様な活動にもとづく社会一一賃労働社会のオルタナティブ

フォーデイズムとそれを支えていた福祉国家および性別役割分業(家父長的)家族が衰退し，

金融主導型資本主義とそれに照応する福祉国家の再編および個人単位の新しい家族形態が発展す

るとともに， r労働力の利用とその再生産に関する諸条件の総体Jを意味する賃労働関係の状態
も根本的に変容した。この賃労働関係の変容とそれにともなう労働の意味の変化について，社会

政策の研究者33) と社会学者は重要な研究を積み重ねてきた。経済学は，その成果を吸収して，

グローパル化と知識集約的資本主義が同時に進展する21世紀初頭の文脈において，賃労働関係の

理論を再構築する必要がある。労働力の再生産を経済のグローパル化のなかで考察する賃労働関

係の議論には，賃労働社会のオルタナテイプについての考察が含まれなければならなし、。

29) Streeck， op. cit.， p266. 

30) Ibid. 

31) 田中拓道.前掲(注21)，155-156ページ。

32) Streeck， op. cit.， pp. 246-253. 

33) 新自由主義的グローパリゼーションがもたらした新しい社会問題を社会政策の視点から分析した体系

的な研究として.福原宏幸編著 f社会的排除/包摂と社会政策J(法律文化社t 2007年)，埋橋孝文編著-
fワークフェアJ(法律文化社t 2007年)，武川正吾編著 fシティズンシップとベーシック・インカムの
可能性J(法律文化社， 2008年)がある。
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日本でも著名な社会学者セネットは.r新しい資本主義の文化j (手I~訳『不安な経済/漂流する

個人.Dのなかで，グローパル化と知識集約化を両輪とする資本主義を新しい資本主義と11千び，

この資本主義が求める文化的理想一一「短期的なものに順応させられ，潜在能力だけを評価され，

過去の経験をすすんで放棄する自己J34)ーーが社会的不安定と大きな経済的格差という社会条件

のもとで生活する普通の人びとを「不要とされることへの不安J35lに陥れていることを明らかに

した。そして.人びとのこのような不安を和らげ，労働と働くことの意味を回復するための対抗

文化として，不安定な断続的雇用を強し、られる個人の人生のなかにー貰した意味をっくり上げて

いく物語性，地域共同体などで有益な活動の機会を見つけその活動の有用性が公的に認知される
ヲラフトマンシッヅ

仕組み，私欲を超えたコミットメントを特質とする職人技を提案する口とりわけ注目される

のは，セネットが物語性を付与する段近の革新的試みとして，①労働組合による職業紹介や託

児所の企商，②解雇の不安を解消し継続的な雇用を保障するオランダのジョブ・シェアリング，

③すべての人に無条件で所得保障をおこなうベーシック・インカム(基本所得保障)を紹介し

ていることである。セネットは，このような対抗文化を制度化する仕組みを備えた資本主義を

「われわれの時代の社会資本主義J16)と名づけ，その出現に期待を寄せている。

フランスの思想家 故アンドレ・ゴルツ(1924-2007)は晩年の著作 f現在の貧困，可能性と

しての豊かさJ(1997年)のなかで，科学技術の進歩によって物質的宮の生産に必要な労働時間

と雇用がますます少なくなることを背景にして，資本と企業が労働者からよりいっそう時間を管

理する力を奪うやり方で雇用(労働)を配分していることを描いている。具体的には，被雇則者

層が景気状態や季節の変化に応じて変化する労働時間の柔軟性を受け入れていること，人的資源

の劣化を宣告されて職を失うことを恐れている安定雇用の労働者と雇用が不安定でまったく労働

できないこともある労働者(短期雇用労働者，パートタイム労働者，派遣労働者，ワンコール労

働者など)とに労働市場が分断されていること，したがってもはや標準労働日や労働時間短縮の

概念の意味は失われていること一一これらが，賃労働社会(勤労者社会)の現状として分析され

ている。彼はそのうえで，新たなオルタナテイプな社会ピジョンとして「多様な活動の社会 une

societe de la multi-activitei7)を提起する。ゴルツは，資本による労働者の時間管理と多様な活

動にもとづく社会との対抗を現代の中心問題として位置づけ，この闘争・の焦点を次のように説明

している。

「中心的な闘争の争点は次のような選択肢として要約される。労働を多様な活動のなかにそ

の構成要素のーっとして統合するか，それとも，多様な活動を「雇用」のなかにその一つの

形態として統合するか。労働時間を多元的で多様な生活の差異化された時間のなかに統合す

るか……，それとも，生活の時間とリズムを資本の収括性の要請と企業の『フレキシピリ

34) リチヤード・セネット f不安な経消/漂流する個人J(森問典正訳，大月書脂， 2008年， 12ページ。
35) 同上書， 90ページ以下。

36) 向上書， 183ページ以下。

37) Gorz， A.， Misere du ρreSelll. Richt'sse du tossible. Galilee， 1997， p. 128. 
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ティjの要請に従属させるのか。J38)

ゴルツは，労働を多様な活動にもとづく社会のなかにその要素のーっとして統合する萌芽的形

態を， 1982年の労使妥協(し、わゆるワセナール合意)によってスタートした賃金抑制と労働時間

短縮によるオランダのワークシェアリング制度(女性のパート労働の増加を中心とした雇用創

出)，とりわけ， 1993年の労働市場改革(失業者に失業給付受給の条件として，職業訓練・教育

への参加を義務づけるアクティベーション政策の実施)の一環としてデンマークで導入されたサ

パテイカル年制度や技能研修休暇の権利のうちに見出そうとする。とくに彼が注目するのは，仕

事の中断が雇用不安の増大を意味せず，むしろ雇用保障を高めることである。というのも，サパ

テイカル年などによる仕事の中断は，中断された仕事を失業者や不安定就業者が肩代わりする

ワークシェアリングを通して，仕事がより多くの労働者に広がっていくことになるからである。

より一般的いえば 7年ごとのサパテイカル年の権利，毎年あるいは数年ごとの技能訓練休暇の

権利，スウェーデンのように両親が分け合うことができる育児休暇の権利，病気の子供や高齢の

父母を介護するために休暇をとる権利，また，萌芽的に存在するだけだが，社会的に有益な活動

のために休暇をとる権利一一これらのすべては， r職業的活動をますます断続的なものにし，最
終的にはワークシェアリングと同じ効果を生み出すようになる。同じ仕事あるいは機能が互いに

交代する人たちによって分かち合われる。彼らはそれぞれ別の関心の中心をもち，また自分たち

の生活のなかで別の活動を遂行するようになるJ39)。

労働者が仕事を強制ではなく自主的に中断し，自分の人生のライフサイクルの必要に応じて研

修や技能訓練，子育てや介護のための休暇を取得できる権利をもつことは，ゴルツにとって，仕

事(雇用)の中断と労働時間のフレキシピリティを不安定性から保障・安定性に変えるだけでな

く，すべての人の人生における雇用の相対的重要性を軽減させ 新しい生き方や活動を経験する

機会をもつようになること，自分の人生を多様な活動によって充足させるようになることを意味

する。この意味で，デンマークのサパテイカル年制度やスウェーデンのジェンダ一平等的育児休

暇制度40)は，ワークシェアリングによる雇用の安定のみならず，賃労働社会を超える多様な活

動にもとづく社会に通じているのである41)。それゆえ，多様な活動にもとづく社会は，人びとの

あいだに「選択の可能性を等しく再分配すること，それが新たな平等の理念になることJ42lを条

件としている。この意味で，ゴルツのいう「多様な活動にもとづく社会Jは，篠田武司がス

38) Ibid.， pp. 124・125.

39) Ibid.， pp. 155-156. 

40) ジェンダ一平等にもとづくスウェーデンの育児休蝦制度の最新の実証的研究として，篠田武司(研究

者代表)rワーク・ライフ・バランスの企業での実施に関する瑞，間，日の比較研究J(平成19年度一平
成21年度科学研究費補助金)がある。

41) ゴルツはデンマークの試みが多様な機能にもとづく社会を萌芽的に含んでいる理由として，①労働

する権利と労働しない権利が同じ重要性をもっていること.②すべての人が労働を中断する権利と継

続的な所得(失業給付ではない)の権利をもっていること.③この制度は大企業にも中小企業にも適

用できること.の3点をあげている (ibid.，pp. 156・157)。

42) 篠田武司，前掲(注40)，47ページ。
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ウェーデン社会における福祉国家の制度改革とその理念の進化についての研究から引き出した，

「選択可能な社会J43)の構想とその制度設計として展開していくことができる，と考えられる。

ゴルツはこのような多様な活動にもとづく将来社会の必要条件として，すべての市民に無条件

で十分な所得を保障するベーシック・インカム(基礎所得)の実現に賛成する。彼は以前の著作

『労働のメタモルフォーズJ(原著1988年，真下俊樹訳，緑風出版. 1997年)では，ポスト工業化

とともにますます減少していく仕事(雇用)を社会の構成員に適切に分配する政策をともなわな

いベーシック・インカムは社会的排除を生み出す，とL、う理由で，ベーシック・インカムに反対

を表明していた。当時のゴルツは，他者によって制約されない自律的活動領域と，社会の存続に

必要な生産活動という社会的規範のもとにある領域とに，すべての市民が属することからなる

「二元論的社会Jを，社会主義に代わる新しい社会として構想していた。彼がこの社会構想を撤

回し，ベーシック・インカムを多様な活動からなる多元的社会の条件として位置づけたのは，ポ

スト工業化の段階にある資本主義が「一般的知性」の形成と発展に搾取と価値増殖の基盤をおく

ようになり，資本の側値増殖がもはや工場で組織される雇用労働を源泉とするのではなく，社会

における人びとの知的，情動的なさまざまな活動とその多様なつながりの利用・搾取に依存する

ようになった，そして，労働(雇則)とその他の活動が区別なく資本の支配と搾取の対象になっ

た，という認識を.r帝国jの著者たちと共有するようになったからである。しかし，ゴルツの
ベーシック・インカム支持論は，グローパル資本主義のもとで資本の論理(市場の声)と労働・

福祉の論理(社会の芦)とをどのような方式で調整するかとL、う問題や，労働力の再生産の領域

における市場化・商品化と脱商品化との対抗軸を明らかにする課題を看過しているように思われ

る。多様な活動社会を社会主義や共産主義にとって代わりうる将来像として展開するには，ポス

ト工業化資本主義の対立軸や調整様式を究明する謀題を避けることができないのである。

とは¥，、え，資本主義によって強制される仕事の中断と雇用不安を打破する，多様な活動にもと

づく社会とし、う将来像は.r選択可能な社会jの構想につなげて理解することで，資本主義の現
在に潜在する「可能性としての豊かさ」を喚起する力を失った社会主義にとって代わりうる，オ

ルタナティプ社会のピジョンについて議論してし、くための手がかりになりうる。諸個人の多様な

活動にもとづき，そのような活動を豊かにすることで発展する，とL、う社会のピジョンは，脱経

済成長社会やポスト工業社会(知識社会).定常社会や持続可能な社会といった言葉で語られる

将来的方向性と重なり合う要素を含んでおり，そういった方向性をより深めていくことに貢献す

るように思われる。

43) r選択可能な社会」の理念は，篠田武司 rr選択可能な社会jと社会経済学J(r立命館産業社会論集j
47 (1)， 2011年)で詳しく説明されている。参照されたい。


